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業況感はやや悪化、先行きも慎重姿勢継続
～第１１２回熊本県内企業業況判断調査（要約）－２０１９年９月調査－～

※詳細な全業種の業況 D I の中期推移（２０１４年９月調査～）は資料編（２０ページ）に掲載

図表１　全産業 業況 D I 長期推移（２００８年９月調査～）
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【調査結果の概要】

➢業況 D I は前回調査からやや悪化し４ポイント（以下、p）悪化の▲１４。　
長期推移では熊本地震発生前の水準に戻り、震災特需による好影響が更に薄れつつあるとみられる。
先行きは▲１８と４p悪化し、慎重姿勢を継続する企業が多い。　　　
半導体関連企業では今回▲３０・先行き▲２６と徐々に警戒感が強まっている（図表１・２、自由回答①）。

➢売上 D I は８p悪化の▲１９となり、利益 D I も６p悪化の▲２２。
仕入価格 D I は９p低下の＋２０、販売価格 D I は２p低下の＋ ２。
コスト上昇は引続き落ち着いているが売上が減少、利益確保が困難になった（図表４・５、自由回答②）。

➢在庫 D I は６p低下の▲１、資金繰り D I は６p低下の＋ ３（図表７）。

➢設備 D I は２p低下の▲１１、労働力 D I は２p低下の▲４４。
労働力の逼迫感はまだ厳しい状況が継続（図表６、自由回答②）。
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（１）業況判断

　今回の結果では、現状は生産活動の水準は高いものの、熊本地震からの復旧・復興の特需の好影響が更に

薄れつつある。全産業 Ｄ Ｉ は震災前の水準に戻って推移しており、先行きはやや低下する見通しである（図表

１・２）。これらは主に以下の３つの要因が考えられる。

 ①震災前の水準に戻り、消費増税等の先々の不安感で慎重姿勢がやや強まる 　

☞建設業では震災特需関連の大型工事の受注消化が進んでおり、代わって民需案件に比重が移りつつある。
現状は業績が好調な企業がみられる一方で、特に個人向けの住宅建設業では復旧復興の時期に「需要の先

食い」をしてしまい、今後の受注減を不安視する声が聞かれた。また、幅広い業種で消費増税前の軽減税

率対応のコスト負担に苦慮する声とともに、増税後の個人消費を中心とした購買意欲の後退を不安視する

声が聞かれる。一方で、その落込みは過去の例よりは小さいとみているとの声も聞かれる（１６ページ、自

由回答①）。【消費増税については２２ページ以降もご参照下さい。】

 ②顕在化しつつある米中貿易摩擦などの外部要因 　

☞半導体関連企業では、米中貿易摩擦による警戒感で中国向け輸出が徐々に縮小し、受注の減少や納期の先

延ばしなど市場の縮小が顕在化しつつある。個別企業や扱う製品により影響度には濃淡が大きいものの、

警戒すべき大きな不安要因となっている。また、日韓関係も含めた不安定な国際情勢がもたらす業績への

影響を懸念するコメントもみられた。（１６ページ、自由回答①）。

 ③慢性化した人手不足の悪影響 　

☞全業種で依然として厳しい人手不足が続いている。受注は見込めるが既存の受注消化にも人手不足で手
一杯のため受注できず、利益を得る好機を逃す機会損失を危惧するコメントも継続して聞かれた。あわせ

て、人件費の上昇を危惧する声や、熊本市中心部の再開発の影響による人員不足についての言及もみられ

た（１６ページ、自由回答①）。

　　業況判断の結果1

図表２　全産業 業況 D I の最近の推移

２０１９年１０～１２月期２０１９年７～９月期２０１９年４～６月期２０１９年１～３月期
（前々回調査）業況 D I

今回比（先行き）前回比（今回調査）前々回比（前回調査）
→▲ １８→▲ １４→▲ １０▲ １３全  産  業

→▲ ２０→▲ ２５→▲ １０▲ １５　製　造　業
→▲ １７→▲ １０→▲ １０▲ １２　非 製 造 業
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（２）規模別・地域別の業況判断　

　従業員数による規模別では、今回は全体として小規模の企業で改善傾向がみられたが、中・大規模の企業

では改善と悪化が混在する結果となった。先行きも、「９人以下」の規模の企業で改善が続くほか、企業規模

によらず改善と悪化が混在する見通しである（図表３）。

　地域別では、「熊本市」でやや改善したほかは、「県央」「県南」「県北」で悪化した。先行きは「熊本市」

での悪化を除き、その他の地域で改善または横ばいになる見通し（図表３）。

図表３　規模別・地域別業況 D I 

※業況 D I ＝「良い」－「悪い」

先行き今回
実績

前回
実績規模 今　回

実績比前回比

→１９→▲ ６▲ １０９人以下　 １６社
→▲ ２５→▲ １３▲ ２５１０～１９人　 ３２社

→▲ ４→▲ １９１２２０～２９人　 ２６社
→▲ ２４→▲ ９▲ １５３０～４９人　 ４６社
→▲ ２２→▲ １４▲ ６５０～２９９人　９２社

→▲ ２０→▲ ２５▲ １８３００人以上　２０社

先行き今回
実績

前回
実績地域 今　回

実績比前回比

→▲ １７→▲ ８▲ ９熊本市　１４９社

→▲ １４→▲ １８▲ ８県　北　 ２８社

→▲ ２５→▲ ２５▲ １４県　央　 １６社

→▲ ２１→▲ ２８▲ １４県　南　 ３９社

熊本地震の災害復旧に係る公共工事は一段落したが、民間発注の工事受注が堅調に推移。（総合建設業）

業
況
・
売
上

次の四半期以降、来年にかけて受注が減少する見込みであり、業況も悪化していく見通し。（電気工事業）

住宅販売は震災復興の影響が大きく、時間経過と共に需要の先食いで受注環境が厳しくなった。（戸建住宅建設業）

ほぼ例年並みの状況。（食品製造業・食品通信販売業・事務機器販売業）

今年は高校総体・国際大会等のスポーツイベントで賑わうが、来年にかけ相次ぐ新規ホテル開業で競争激化を懸念。
（ホテル業）

在庫調整が多少進展し、受注状況は１～３月を底にやや持ち直しつつある。米中貿易摩擦の影響が読み取れず、先行き
は現状横ばいで予測するが急減のリスクも想定。（半導体製造業）

外
部
要
因

中国企業の発注抑制・納入繰延の影響が国内企業へ波及、春先からの慎重姿勢が継続。年末には改善を期待。
（産業機械製造業）

日韓関係の影響で旅行取扱の業績悪化。（旅行代理店）

消費増税の影響で今後どうなるか心配。（旅館業）
消
費
税 売上を確保できても実質は客数の減少が避けられない。外食産業では軽減税率に事前のシステム改修を要し、かなりの

痛手となっている。（飲食業）

受注状況は良好ながら、現場管理責任者が不足し、売上を増やせない。（総合建設業）

人
手
不
足

看護補助や調理担当（資格不要の職種）等に人手不足が続く。桜町再開発事業の影響が落着くのを期待。（医療法人）

建設業会は今後も人手不足が継続すると懸念。（電気工事業）

ほぼ毎年上昇する最低賃金に見合う業績は困難。人口減少の中、国内市場のみでは厳しさが増す一方。
（ドラッグストア）

【自由回答①】
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（１）売上・利益

●売上 Ｄ Ｉ は、全産業で８p悪化の １９となり、製造業が７p悪化の ２５、非製造業が８p悪化の １６となった。

先行きは全産業は５p改善の １４で製造業・非製造業とも改善の見通しである（図表４）。　　　

●利益 Ｄ Ｉ は、全産業で６p悪化の ２２、製造業で３p悪化の ２８、非製造業で７p悪化の ２０となった。先行

きは全産業で３p改善の １９となり、製造業・非製造業とも改善する見通しである。消費増税前の駆け込

み需要については特に声は聞かれず、国際情勢（米中貿易摩擦・日韓関係悪化）の影響による売上減と増

税後の影響への言及がみられた（図表４、自由回答②）。

（２）仕入価格・販売価格　

●仕入価格 Ｄ Ｉ は、全産業で９p低下の＋２０となり前回に引続き低下した。製造業は３p上昇の＋３０、非製造

業で１４p低下の＋１６となった。先行きは、全産業で４p上昇の＋２４とやや消費増税の影響がみられる見通し。

原油価格がこのところ安定して推移しているため、全体的な仕入れコストは落ち着いているものとみられ

る（図表５、自由回答②）。　　　　

●販売価格 Ｄ Ｉ は、全産業が２p低下の＋２となり、製造業で２p低下の＋５、非製造業では２p低下の＋１と

なった。先行きは、全産業が２p上昇の＋４、製造業で３p低下の＋２、非製造業は４p上昇の＋５となる見

通し。仕入価格の上昇傾向が弱まっているが、今後は販売価格に増税分と遅れていた原価コストの価格転

嫁が進むかが収益改善に繋がるカギと思われる（図表５、自由回答②）。

▲ ▲ ▲

▲

▲ ▲ ▲

▲

　　調査項目ごとの状況2

～売上・利益とも悪化～

～仕入価格上昇に落着き～

※売上・利益 D I ＝「増加」－「減少」

図表４　売上 D I ・利益 D I

図表５　仕入価格 D I ・販売価格 D I

※仕入価格・販売価格 D I ＝「上昇」－「下落」

先行き今回
実績

前回
実績売上 D I 今　回

実績比前回比

→▲ １４→▲ １９▲ １１全産業 D I

→▲ １８→▲ ２５▲ １８製造業

→▲ １２→▲ １６▲ ８非製造業

先行き今回
実績

前回
実績利益 D I 今　回

実績比前回比

→▲ １９→▲ ２２▲ １６全産業 D I

→▲ ２３→▲ ２８▲ ２５製造業

→▲ １８→▲ ２０▲ １３非製造業

先行き今回
実績

前回
実績仕入価格 D I 今　回

実績比前回比

→２４→２０２９全産業 D I
→２６→３０２７製造業

→２３→１６３０非製造業

先行き今回
実績

前回
実績販売価格 D I 今　回

実績比前回比

→４→２４全産業 D I
→２→５７製造業

→５→１３非製造業
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（３）設備・労働力

●設備 Ｄ Ｉ は、全産業では２p低下の １１、製造業では１１p低下の １５、非製造業は１p上昇の １０。先行きは

やや上昇の見通し。震災関連の投資がほぼ完了したが、新規事業向けなどの投資への動きはまだ弱い（図

表６、自由回答②）。　　　

●労働力 Ｄ Ｉ は、全産業では２p低下の ４４、製造業では横ばいの ２５、非製造業で３p低下の ５１となった。

全体的に人手不足感の厳しさが継続している一方で、先行き不安から省力化・効率化を目的とした設備投

資は低調とみられる。先行きは全産業で横ばいの ４４で、製造業はやや逼迫感が弱まる見通し。業種を問

わず人材確保や人件費の増加に苦心する声が継続している（図表６、自由回答②）。

（４）在庫・資金繰り　

●在庫 Ｄ Ｉ は、全産業では６p低下の １となり、製造業で１０p低下の ７、非製造業で４p低下の+１となっ

た。先行きは、全産業で１p低下の ２となり、製造業・非製造業とも引続き在庫は適正水準にある見通

しである（図表７）。　　　　

●資金繰り Ｄ Ｉ は、全産業では６p低下の+３、製造業で１p低下の+３、非製造業が７p低下の+４となった。

先行きは、全産業では３p低下の±０となり、製造業・非製造業とも引続き資金繰りに問題ない水準で推

移する見通しである（図表７）。

▲ ▲ ▲

▲ ▲ ▲

▲

▲ ▲

▲

～人手不足の逼迫感は依然として強い～

～在庫 D I ・資金繰り D I は小動き～

※設備・労働力ＤＩ＝「過剰」－「不足」

図表６　設備 Ｄ Ｉ・労働力 Ｄ Ｉ

先行き今回
実績

前回
実績設備 D I 今　回

実績比前回比

→▲ ９→▲ １１▲ ９全産業 D I

→▲ ５→▲ １５▲ ４製造業
→▲ １１→▲ １０▲ １１非製造業

先行き今回
実績

前回
実績労働力 D I 今　回

実績比前回比

→▲ ４４→▲ ４４▲ ４２全産業 D I

→▲ １６→▲ ２５▲ ２５製造業
→▲ ５４→▲ ５１▲ ４８非製造業

図表７　在庫 D I ・資金繰り D I

先行き今回
実績

前回
実績在庫 D I 今　回

実績比前回比

→▲ ２→▲ １５全産業 D I

→▲ ３→▲ ７３製造業
→▲ １→１５非製造業

先行き今回
実績

前回
実績資金繰り D I 今　回

実績比前回比

→０→３９全産業 D I
→０→３４製造業
→▲ １→４１１非製造業

※資金繰り D I ＝「楽である」－「楽ではない」※在庫 D I ＝「過剰」－「不足」
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経常利益は確保、前年度比増収だが、前四半期比で売上の伸びが鈍化しており、先行きが不安。（運送業）
売
上
・
利
益

ラグビーＷ杯と女子ハンドボール世界選手権が業績を後押し。（旅行代理店）

米中関係・日韓関係等不確定要素が多く先行不透明感あり。（金属製品製造業）

売上・利益は苦戦しつつも確保できた。消費増税と自動車保険値上げで下期は苦戦を予想。（自動車用品小売業）

原価上昇分の販売価格への転嫁が遅れている。（スーパーマーケット）
仕
入
・
販
売

顧客との価格折衡で一部は値上げが実現する一方で値下げもあり、全体としては横ばい。（半導体製造業）

消費増税による仕入コストの上昇は販売価格を値上げせざるを得ない。（飲食業）

需要は減少傾向で価格競争が再燃する懸念。（燃料小売業）

業界の変化の中で利益を出すことが益々困難になっている。特徴ある商品を生み出す方策を模索中。
（印刷・関連商品製造業）

投
資 米中関係・日韓関係等に不安定要素が多く、先行き不透明感がある。（金属製品製造業）

先行きが不透明で人手不足対応のための投資に踏み切れない。（建設業・電気工事業・金属加工業等）

受注残が積み上がる一方で、技術者不足で追加応札ができない状態。順次竣工後に応札を再開見込み。（土木業）

人
手
不
足

清掃関係の人員不足と時給上昇を懸念。（ホテル業）

人手が足らず、駆け込み需要があっても現状では十分に対応することができない。（陸運業）

全てにおいて働き方改革が悪影響になっている。（スーパーマーケット）

協力工事店の職人不足が労働力確保のネック。（戸建住宅建設業）

【自由回答②】

≪用語≫

今　回＝２０１９年７～９月期

前　回＝２０１９年４～６月期

先行き＝２０１９年１０～１２月期

≪本調査の概要≫

県内主要企業　７３６社 １ ．対象企業

２０１９年８月９日～８月３０日 ２ ．調査時点

２０１９年７～９月期実績
２０１９年１０～１２月期見通し ３ ．対象期間

回答企業　２３２社
回 答 率　３１.５％ ４ ．回答状況 D I ＝「プラス」回答の割合－「マイナス」回答の割合

　業況 D I ＝「良い」－「悪い」
　設備・在庫・労働力 D I ＝「過剰」－「不足」
　売上・利益 D I ＝「増加」－「減少」
　仕入価格・販売価格 D I ＝「上昇」－「下落」
　資金繰り D I ＝「楽である」－「楽ではない」

なお、各調査項目の業種別 D I については【資料編】（２０ページ）へ掲載しております。
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牛 第１１２回熊本県内企業業況判断調査　資料編 去

利益 D I売上 D I
２０１９年
１０～１２月期
（先行き）

２０１９年
７～９月期
（今回調査）

２０１９年
４～６月期
（前回調査）

２０１９年
１０～１２月期
（先行き）

２０１９年
７～９月期
（今回調査）

２０１９年
４～６月期
（前回調査） 今回調査比前回調査比今回調査比前回調査比

→▲ １９→▲ ２２▲ １６→▲ １４→▲ １９▲ １１全　産　業

→▲ ２３→▲ ２８▲ ２５→▲ １８→▲ ２５▲ １８製　造　業
→▲ １３→▲ １３▲ ６→７→▲ １３▲ １２食料品製造業

→▲ ２６→▲ ３３▲ ３２→▲ ２６→▲ ２８▲ ２０食料品以外の製造業

→▲ ２６→▲ ３３▲ ３６→▲ ２６→▲ ２８▲ ３６　※うち半導体関連

→▲ １８→▲ ２０▲ １３→▲ １２→▲ １６▲ ８非 製 造 業
→▲ ２１→▲ １２▲ ６→▲ ２１→▲ １２▲ １３建　 設 　業
→▲ ３３→▲ ３３▲ ２５→▲ ２２→▲ ２２▲ ２０生産財卸売業

→８→００→８→００消費財卸売業

→▲ ２７→▲ ３５▲ １７→▲ ３０→▲ ４３▲ ２５小　 売 　業

→▲ ３０→▲ ４０▲ ２０→０→▲ １０１０運　 輸 　業

→▲ ３→▲ ６▲ １４→▲ ３→▲ ６▲ １１事業所サービス業

→▲ １７→▲ ２２▲ ６→９→４▲ ６個人サービス業

（２）売上 D I ・利益 D I 

※特に半導体関連企業を別枠で取り上げた

先
行
き

先
行
き

全産業

業況 D I ２０１９年
１０～１２月期
（先行き）

２０１９年
７～９月期
（今回調査）

２０１９年
４～６月期
（前回調査）

今回
調査比

前回
調査比

→▲ １８→▲ １４▲ １０全　産　業

→▲ ２０→▲ ２５▲ １０製　造　業

→０→▲ ７１２食料品製造業

→▲ ２６→▲ ３０▲ １８食料品以外の製造業

→▲ ２６→▲ ３０▲ ２１　※うち半導体関連

（１）全産業の業況 D I の最近の推移と中期推移（２０１４年９月調査～）
全産業

業況 D I ２０１９年
１０～１２月期
（先行き）

２０１９年
７～９月期
（今回調査）

２０１９年
４～６月期
（前回調査）

今回
調査比

前回
調査比

→▲ １７→▲ １０▲ １０非 製 造 業
→▲ １５→９１３建　 設 　業

→▲ １７→▲ ３３▲ １５生産財卸売業

→▲ ２３→▲ ３１▲ ２９消費財卸売業
→▲ ３２→▲ ２２▲ １９小　 売 　業
→▲ ３０→▲ ２０▲ １０運　 輸 　業
→▲ ６→３▲ １４事業所サービス業
→０→４０個人サービス業
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※在庫 D I の“―”は該当なしの業種

資金繰り D I在庫 D I
２０１９年
１０～１２月期
（先行き）

２０１９年
７～９月期
（今回調査）

２０１９年
４～６月期
（前回調査）

２０１９年
１０～１２月期
（先行き）

２０１９年
７～９月期
（今回調査）

２０１９年
４～６月期
（前回調査） 今回調査比前回調査比今回調査比前回調査比

→０→３９→▲ ２→▲ １５全　産　業
→０→３４→▲ ３→▲ ７３製　造　業
→７→１３１２→▲ ７→▲ １３１２食料品製造業
→▲ ２→０２→▲ ２→▲ ４０食料品以外の製造業
→▲ １→４１１→▲ １→１５非 製 造 業
→３→３１３―――――建　 設 　業

→６→▲ ６０→▲ １１→０１５生産財卸売業
→１５→１５２９→▲ １５→▲ ８１４消費財卸売業
→０→５１７→５→５１１小　 売 　業
→▲ ２０→▲ １００―――――運　 輸 　業
→１５→２１１７―――――事業所サービス業
→▲ ２２→▲ ９▲ １２―――――個人サービス業

（５）在庫 D I ・資金繰り D I 

労働力 D I設備 D I
２０１９年
１０～１２月期
（先行き）

２０１９年
７～９月期
（今回調査）

２０１９年
４～６月期
（前回調査）

２０１９年
１０～１２月期
（先行き）

２０１９年
７～９月期
（今回調査）

２０１９年
４～６月期
（前回調査） 今回調査比前回調査比今回調査比前回調査比

→▲ ４４→▲ ４４▲ ４２→▲ ９→▲ １１▲ ９全　産　業

→▲ １６→▲ ２５▲ ２５→▲ ５→▲ １５▲ ４製　造　業

→▲ ２７→▲ ４７▲ ４１→▲ ２０→▲ ４０▲ ６食料品製造業

→▲ １３→▲ １７▲ ２０→０→▲ ７▲ ４食料品以外の製造業
→▲ ５４→▲ ５１▲ ４８→▲ １１→▲ １０▲ １１非 製 造 業

→▲ ５５→▲ ５８▲ ６３→▲ ６→▲ ９▲ ９建　 設 　業
→▲ ４４→▲ ３９▲ ３０→６→０▲ １０生産財卸売業
→▲ ３８→▲ ３８▲ ２９→▲ １５→▲ １５▲ ２１消費財卸売業
→▲ ４３→▲ ３８▲ ３９→▲ １４→▲ ８▲ ６小　 売 　業
→▲ ７０→▲ ７０▲ ８０→▲ ３０→▲ ３０▲ １０運　 輸 　業
→▲ ５５→▲ ５２▲ ３７→▲ ３→▲ ６▲ ６事業所サービス業
→▲ ８７→▲ ７８▲ ７６→▲ ２２→▲ １３▲ ２９個人サービス業

（４）設備 D I ・労働力 D I 

販売価格 D I仕入価格 D I
２０１９年
１０～１２月期
（先行き）

２０１９年
７～９月期
（今回調査）

２０１９年
４～６月期
（前回調査）

２０１９年
１０～１２月期
（先行き）

２０１９年
７～９月期
（今回調査）

２０１９年
４～６月期
（前回調査） 今回調査比前回調査比今回調査比前回調査比

→４→２４→２４→２０２９全　産　業
→２→５７→２６→３０２７製　造　業

→２０→１３６→１３→３３３５食料品製造業
→▲ ４→２８→３０→２８２４食料品以外の製造業

→５→１３→２３→１６３０非 製 造 業

→３→０３→３９→３３２８建　 設 　業
→０→６１０→２８→１７５０生産財卸売業

→▲ ８→▲ １５７→▲ ８→▲ １５２１消費財卸売業

→０→▲ １１３→１９→５２２小　 売 　業
→１０→１０１０→３０→１０９０運　 輸 　業

→６→３▲ ９→９→１２１７事業所サービス業

→１７→１３１２→３９→３５２９個人サービス業

（３）仕入価格 D I ・販売価格 D I 


